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1 事業の成果
中期目標 (2021‐ 2025)の 2年目となった 2022年度は、収入に見込んでいた政府補助金の
不採択により財政的には厳しい 1年となった。
海外事業においては、中期目標に沿い事業再編を進め、プロジェクト運営の一環として評価
を進めた。
また、JVCが取り組む事業を横断したイシューを整理し、「奪うのではなく分かち合う」「分
断を対話の力で乗り越える」「可能性をともにひらく」とした。今後、政策提言や発信におい
て意識して活用していく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【187,981】 千円)
疋訳 に記 取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)
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【子どもの栄養改善支援】

これまでに 1138人の健診を
実施、3月 末までに日標の
1,200人 を達成見込み。うち
399人にはフォローアップ、
116人 は専門機関を紹介 し
た。保護者を対象に調理講習
(20回 )、 啓発セッション (37
回)、 おもちゃ作り13回)を
実施し、延べ 1107名 が参加
した。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

ガザ地区 日本人
2名
現地ス

タッフ
1名

ガザ地区

子どもお
よび女性

間接神益
者 :各家
庭の家族
や隣人・

友人など

子ども
1,200名

女性のベ

975名

間接禅益

者

約 4,800

人

52,589

【女性の生計向上とエンパ
ワメント】

女性の権利等のソフ トスキ
ル研修は、のべ女性 339名 、
男性 45名 、青少年 199名 が
参加した。研修前後のアンケ
ー トでは女性の権利につい
ての理解が 36。 7%増加した。
女性の職業技術訓練には 46

名が参加、45名 が修了した。
訓練後は小 ビジネス立ち上
げ の 意 思 を も っ た 人 が
58.7%増加した。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

東エルサ
レム

東エルサ
レム地区

男女およ
び青少年

間接神益
者 :各家
庭の家族
や隣人・

友人など

女性のベ

445名
男性 45名
青少年
245名

間接神益
者
約 3,000

人
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【平和交流/国内活動】

ともだち展では、11月 ～12
月上旬にかけてオンライン
絵画展を開催、総数 169点の

作品を展示し、特設ページヘ

の訪問者数は 1000名 を超え、
閲覧数も 2500を超えた。ま
た、会期中には、絵を描いた
子どもたちや協力者が集 う
場として、対面イベント「と
もだち展の日」を開催、61名
が来場した。
大学生ピースフォーラム
では、「日朝大学生交流」の

経験者をスピーカーに迎え
た学習会を実施、平壌での交
流中に話題に上ることが多
かった「過去の清算」から、
「謝罪」や「賠償」などに絞
り込んで講師の話等も交え、
理解を深めた。また、10月 に
は広島、2月 には神戸でフィ
ール ドワークを実施した。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本、韓
国、北朝
鮮

日本人

1名

(兼任)

絵画展お
よびフォ
ーラムの

参加者や
来場者、
オンライ
ン絵画展
閲覧者な
ど

日本 :

約 170人
韓国 :

約 50人、
北朝鮮 :

約 30人、
中国 :

約 30人、

オンライ
ン絵画展
訪問者数
1,084名

3,249

医翌日

【紛争の影響を受ける児童
の就学支援】

不就学児童を対象 とした補
習校を運営し、夏のコースで
は222名 、冬のコースでは566

名の正規校への編入を支援。
二つの異なる学年水準で算
数、アラビア語、英語、イス

ラームを指導している。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

スーダ
ン・南コ

ル ドファ
ン州

日本人
2名
現地ス

タッフ
6名

避難民及
び地元住
民

児童

788人

地元住民
3,145人

41,053

【イーダ難民キャンプの児童
保護支援】

複雑な家庭環境にある児童
への支援については、生活の

見守りを行い、就学をサポー

トした。学費の負担、給食や
衛生用品の提供などのほか、
保護者や現地行政を対象 と
した啓発活動を行った。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

南スーダ
ン・ルウ
ェン行政
区

ユニティ
州イーダ
地区
スーダン

人難民

児童
36人

地元住民
50人



【反政府勢力支配地域での
教育 0生活環境支援】

人道支援アクセスが限られ
る地域の 4小中学校にて、黒
板などの備品及びノー ト等
の学用品を支援したほか、紛
争で破壊された学校を再建
した。給水支援活動として井
戸 11基の補修を行った。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

スーダ
ン・南コ
ル ドファ
ン州

地元住民
児童
1,008人

地元住民
8,800人

区菱ヨ

【農村部住民による共有資
源の管理・利用支援】

3村で村人とともに村の基礎
情報および直面 している開
発問題についての情報を収
集し、冊子や資料としてまと
めて共有した。この過程で話
し合いを行い、共有資源が食
糧や収入の源 としての価値
を持っていること、またそれ
らが減少 しつつあることを
多くの村人とともに確認し、
2村で共有資源管理・利用の
仕組みとしてコミュニティ
ー林と魚保護地区を導入し、
設置式典を実施した。また、
法律研修を 2村で行い、関連
法令の内容を周知した。
活動村において、企業が村人
の意に反して果樹のプラン
テーションを設置しようと
しているため、関係行政機関
に対して、停止措置も含めて

問題に対処するよう、申し入
れを行った。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

セコン県
ラマーム

郡および
タテン郡

日本人
1名
現地ス

タッフ
3名

セコン県
ラマーム

郡および
タテン郡
10村

約 1,600

世帯

およそ
9,500人

19,095

【地域住民によるOVCサポー
ト強化】

ケアボランティアを対象 と
して、ケアの質向上のための

研修 (子 どもの人権、救急法)
や、DICを子どもにとつて魅
力的な場とするための、OVC
の年齢に応 じた活動プログ
ラムの改善研修を行った。ま
た、OVCの保護者約 30名 を対
象にカウンセ リング研修を
実施した。DICに通う 10代
の青少年 らをエンパワメン
トするために、リーダーシッ

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

リンポポ
州
日本人
1名
(兼任)
現地ス

タッフ
3名

直接受益
者 :

DICの ケ
アボラン
ティア、
村の住民
ボランテ

イア、 OV
C

直接受益
者 :

ケアボラ
ンティア
10名、
住民ボラ
ンティア

約 15名、
OVC約 260
名 (う ち青
少年は約
60-80′名l)

17,975



プ・ライフスキル研修を実施
し、46名 の青少年の参加を得
た。OVCが安定して食べ物を
得られるよう、ケアボランテ
ィアとともにDICでの菜園づ
くりを進め、青少年に対して
も菜園づくりの基礎研修を
実施 した。悪天候の影響で
DICの菜園から収穫が得られ
ない時期には、給食のための

食材を提供するとともに、簡
易な灌漑設備を支援した^

間接受益
者 :

子どもの

保護者、
地域の教
員やソー
シャルワ
ーカー、
村長など

関係者、
その他地
域住民

間接受益

者 :

約 9,600

人

【就学前教育支援】

アデン市タワヒ地区公立デ
ィア幼稚 園 の教室 1棟
(4.5直 5.0麒3.5m)の建設及
び、タワヒ地区教育事務所の
太陽光パネル設備設置を現
地 NGOをパー トナーとしたプ
ロジェク トとして試行実施
した。イエメン国外からの遠
隔操作によるプロジェク ト
実施にあたり、パー トナー
NGOと のコミュニケーション
頻度や情報の正確さ、国際送
金可否、モニタリング・評価
などプロジェク ト運営プロ
セスなどを合わせて試行 し
た。
また、支援プロジェクトのモ
ニタリングを兼ねたイエメ
ン国内調査を行った。前年訪
問した南部アデン以外に、西
岸タイズ県、ホデイダ県にも
訪問し地方や戦闘の前線に
より近い地域の状況把握を
行なった。

コ 1

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本、イ
エメン

日本人
4名
(全員
兼任)

直接禅益
者 :

就学前教
育学齢児
童やその

教職員、
アデン市
タワヒ地
区教育事
務所職員

間接神益
者 :

園児の保
護者やタ
ワヒ地区
で教育を
受ける/
受けてい

る住民

直接神益
者 :

児童
310名

教職員
29名
アデン市
教育事務
所職員
54名

7,283

(イ エ

メン
+
南スー
ダン)

【現地調査・情報収集】

2022年度は文献調査の他、2
週間に渡るユニティ州での
フィール ド調査や、首都ジュ
バに:おける NG00現地メデ
ィアの訪問など情報収集を
行った。4月 から 5月 にかけ
てのフィール ド調査ではユ
ニティ州の州都ベンティウ
と近郊のユニティ油田、直近
で大規模な襲撃事件が発生
した中部 レールタウンやア
ドック港など多岐に渡る場

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本、南
スーダン

日本人
2名
(全員
兼任)

ユニティ
州の国内
避難民支
援

3,000人



所を訪問し、石油汚染 0洪

水・紛争に起因する複合的な
被害を目の当たりにした。ま
た、避難民の方々が少なくと
も屋根の下で雨季を過ごせ
るよう、パー トナー団体を通
じた小規模な緊急支援を行
った。南スーダンの石油開発
は非常に政治的な問題であ
るため、現地メディアから最
新の動向に係る情報の収集
を続けているハ

③前項① 0

②に関し

て、機関

誌・刊行物

等の発行及

びマスメデ

ィア等を通

じての広報

活動並びに

社会教育、

政策提言な

どの事業

【開発による資源収奪、人権
侵害に抗う人々とのネット
ワーーク】

中止となったモザンビーク

の大規模農業開発 Om「プロ
サバンナ事業」の検証を求め

て NGO・ 外務省/Om政策協議
会で議題提案。財務省との定

期協議会ではモザンビーク

北部の天然ガス開発計画の

問題点を提起した。

【ODAと安全保障政策】

9月 、ODAの基本方針を定め
た「開発協力大綱」の改定を

外務省が発表。ODAの国益化、

軍事化を図る改定の動きを

止めるため、Om政策協議会
コーディネーターとして

がN∞ の意見集約や外務省

との協議に関わった。12月 の
「安保 3文書」に伴い、外務

省は「非軍事原則」を破棄し

て、同志国への軍事援助を発

表。これに反対して参議院議

員会館にて集会を開催、国会

議員やメディアの関心を喚

起した。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内 日本人
2名
(全員
兼任 )

1,610

困□

懸案だった Webサイ トのリニ
ューアルについて、12月 に新
サイ トに移行を完了した。ま
た、音声配信 Spotifyでの支
援者向けコンテンツの試験

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内 日本人
10名
(一部
兼任)

35,360



酉己イ言を、Facebook上 ではクロ
ーズ ドの支援者グループを
試験的に開始、2022年 12月
から翌 1月 にかけてはマンス
リー募金者向けのアンケー
トを実施するなど、オンライ
ン上でのコミュニケーショ
ンをどのようにとつていく
べきか模索した。
イベントは、2022年度も基本
的にはオンライン開催が主
になった。活動背景について
学ぶ有料の連続講座の取り
組みを試験的に実施した他、
クラウドファンディングに
あわせて寄付つきイベン ト
を実施するなど、寄付 0収益
につながる形で実施した。

目標額 9,828万円に対して、
実績は 7,592万円となった。
内訳について、季節募金は目
標額には及ばなかったもの
のほぼ前年度並の実績 とな
った。物品寄付は目標 3,100

万円に対して実績 1,889万円
と大きく下回った。法人連携
の取 り組みの延期で収入が

下がったこと、年度途中に目
標額を上方修正 したために

目標額 との乖離が広がった
ことが、日標未達の大きな要
因と考えられる。クラウドフ

ァンディングは、当初日標の
400万円を超える 674万円を
達成することができた。企業
連携及び単発寄付などは昨
年と同程度の実績だった。ま
た、遺贈寄付は関係者などか

ら複数の小額ご寄付をいた
だくことができ、増額となっ

た。

ン

国 際 協 力 NGOセ ン タ ー
(JANIC)や KOREAこ どもキ
ャンペー ン、非戦ネ ッ トな

ど、政策提言や情報発信をよ
り効果的に行 うための他団
体との協働を継続している。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内



国璽藝園

外務省から「N∞ 相談員」を
受託。一般の方からの国際協
力に関する問い合わせに応
対する制度で、今年度は約
550件の相談に応じた。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内 日本人
10名

(全員
兼任 )

1,303

④この法人

の目的にか

なう事業を

行っている

他団体に対

しての支援

事業

カンボジア市民フォーラム、
地雷廃絶日本キャンペーン、
KOREAこ どもキャンペーンに
対して、事務所スペース及び
備品の貸与を通して支援を
継続した。これらの団体は、
JVC及びJVC職員)が設立当初
に参画し、現在でもネットワ
ーク活動として関わってい
るか、または JVCの 目的にか
なうような人権の擁護、平和
の推進事業を行っている。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内 対象団体
の職員な
ど

712

⑤その他こ

の法人の目

的達成に必

要な事業

2022年度は該当活動なし。

2022年
4月 1日

2023年
3月 31日

日本国内
0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 16,555】 千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

カレンダー等

物品販売事業 一般販売は壁掛 6,609部、卓上 2,481部で完
売にはならず (昨年度は壁掛 6,750部/卓上 2,
550部 )。 収入は 1,780万円 で予算比 94%(昨
年度比 98%)。 収益は約 123万円で、日標の 2
64万円には届かなかった。
写真家は前年度好評だった を
起用。2022年度が最終年であることから、会
員、マンスリーサポーター、これまでカレン
ダーをご購入いただいた方々への一斉メール

配信、広報誌 (ト ライアル&エ ラー)での特集、
対面・オンラインでのイベント開催などの施
策を実施したものの、販売数は減少した。カ
レンダー販売の委託・名入れ等の取引先には、
カレンダーの販売終了以降も関係をつなげて
いくためのアプローチなどを実施した。

2022年
4月 1日

2023年

3月 31日

東京事務
所および
委託販売
等

2名

(一部

兼任)

16,555



2022年度  活動計算書
自 2022年4月 1日
至 2023年 3月 31日 壼壁賞饉鵬田壼注△』ヨ」国目田圏i2≧壼塑二LZL=

困□
糟定非冒利酒期
:「係る●菫

その他のワ彙
(カレンダー) 合計

6.048,000
109.004299
17,769612
63,472,301

1,889,143
207.494
1615711
nrr■■,,R

0 17,8091,670

0
23
0

０
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6,048,CCЮ
109,α M299
17769,612
63.472,301

17.809,670

1889,143
207.517
1615711

1避冒収壼
1受取会費
2受取寄付金
3受取助成金
4受取補助金
5事業収益
カレンダー事業収益

0そ の他収益
役務収益

受取利息

為薔差益

雑収入

69,681,228
53,800
4673(XЮ
l,094811
2,005,755
8881,630

1833(XЮ
0

139800
63,492
0

289884

71,515188
53,800
4812,800
1,158,303
2,Cκ X5,755
9171.514

4430,133
4008,086
136,452
283694
8925βCЮ
12,135,241
l Q558052
4,062,142
1,365806
21,300
39,231,129
3,344、 319
9,946883
681,〔X〕2
313364
64(ヽ392
8C)〔1070
191,949
34,242
4137,900
326.399
5,581,076
439,104
775481
787.6C“ 4

119,016
4008086
87,482
283694
8926800
12,100,059
a903,365
3,392874
927513
21300
3Q511291
3.344,319
9,73Q599
657.687
313364
646.392
ま)2.611
191,949
34,242
4137,900
93,955
5375β02
439,104
397226
787.694
,_,`Yヽ 70n

4311,117
0

4a.970
0
0

3● 182
4.654,687
669268
438293
0

2719838
0

21Q284
23815
0
0

300,459
0
0
0

232444
205274
0

378255
0
0

18,008,826
336200
895,5ЮЮ
ま31815
3,6281334

18008826
336,200
8955Ю0
361815
3628834
,,Ann4

93,479
22Q705
982(Ю
lQ211
812301
64600
2,17Q057
1,439,174
133955
652,062
454600
43188
346.330
34,845

37.632

43,1

652062

93,479
22Q705

l Q211
812301

2,17Q057
1439,174

Ⅱ経常費用

1事業費
(1)人件贅
給料手当

退職金

退疇綸付費用

通動費

家目手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
売上原価

トレーニング贅日

会,3使用料

金田費

プロジェクト物資

旅費交通費

通信運搬費

印刷製本費

消耗品費

研修費

業務委託員

車両費

事務所家質

水道光黒贅

修饉費

滅価償却費

広告
=伝
贅

譜会費

租税公課

支払手数料

雑費

商品廃彙損

為替差損

保険料

その他経費計

事業員計

2管理贅
(1)人件費
給料手当

退職金

退■綸付費用

通勤費

法定福利買

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
会■買

旅費交通費

通燿運搬ロ

印刷製本費

消耗品費

研修費

業務要託費

事務所家買

水道光熱費

リース料

話会ロ

租税公課

支払手数料

為替饉損

保険料

その他経費計

管理費計

経常費用計
当m継螢1●轟籠

醍冊

Ⅲ 経常外収壼

遇年度損益修正�
経 螢 颯

"希
H

402875
40,n76

2,832
7601,51

3年,〔XЮ
0

______■ 5Z螢
▲ 15404,910

____ニ ユ輩ヱ生
486,083

0
▲ 14918827
70_000

▲ 1ユ474910
___2笙 p曖4奨

【LりLLヨ

____二 4堅 p聾
0

▲ 14,9ξ距1827
___2と 0菱旦⊇
,0900753,

過年度損螢修正損

経常外費用計

当期経常外増減額

経理区分振薔願

税3!前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

Ⅳ 経常外費用

雑損失



2022年度 貸借対照表

2023年3月 31日 :現在

壼症襲整出1活!Ш2&`亜ヨ墜国l際二匡22コヱ乙ニン1とl

(単位 :円 )
科目

I 資産の部
1.流動資産
現金預金
売掛金
棚卸商品
貯蔵品
仮払金
未収金
前払費用
流動資産合計
2.固定資産
(1)有形固定資産
器具備品
車両運搬具
有形固定資産計
(2)投資その他の資産
出資金
保証金
長期前払費用
投資その他の資産計

固定資産合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1.流動負債
未払金
前受金
源泉税等預り金
未払法人税等
未払消費税
流動負債合計
2.固定負債
退職給付引当金

固定負債合計
負債合計
Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

正味財産合計
負債及び正味財産合計

306,500,619
121,594
558,974
755,122
3,611,921
6,163,942
9,087,726

1

529,978

326,799,898

737

90972,516

3Q71

331

121 1 103

529,979

1

2,141,290
1,827467
3,9613,758

24,332688
65982116
228,512
70,000
359,200

30,718587

224590359
▲ 14988827

71532

自逹



2022年度 財務諸表の注配
ロロな会計方針

財場

"豪
の作成は、NPO法人会‖薔

“

く2010年7月 20日、2017年度12月 120最終改正 NPO議 大会計薔摯露口会)に申腱して作威しています。
(1, 硼卸口産の絆饉墨車

Om口この絆価墨
"は
、先入先出法による饉価結によつています.

:屁:塑饉:囲l活」Ш嵐人目杢口塵困2互コ壁【21生
自 2022年 4月 1日
至 2023年 3月31日

固定口この減●●コ方法

海外●蜀所の有形日定口産の鴻価償却わ法は定鑽法、その他は定事きによつています。ただし30万円以下の有形口定口こについては税注の少口澪価僣
"口
産の特

"を
ヨ用しています

3!当金の31■菫摯

0ロヨ引当金 ●:|の口側撮失にそなえるため、一般■籠に
'1し
法人幹議の注定線入事 (1000分 の10)及び摯入瞑凛口の割増の

""に
より回収不能見込●を‖上しています。

②槃与3:当金 口員賞与の里口支綸見込の内、当日観 に■する0口を計上しています.
0退■お付3!当金 従■員の退口綸付に日えるため、当期末における遍■綸付口発に基づき当期末に発生していると認められる0口を計上しています。
力贅税Cの合計処理
消費1″等の合計処理は税込書躍方式によつています .

事彙損

"の
区分は以下の通りです。

『
で燎災した人々
こ対しての螢撮・
菫日・饉員ロカ●
腱、政策■8螢び
こそれらに係る●

0を 通しての広報活動曽びに社会教育、政策掟言などの事彙。 詢にかなう0菫
を行つている他
団体に対しての
支援事業。

人の目的達成に

`口
な0業 .

F"TTr電

"■
8ロ

a●●n



2022年 度 財務諸表の注記 特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター
自 2022年4月 1日
至 2023年3月31日

3.使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増滅及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は、   209,607,532 円ですが、   7,362,282 円は、下記のように使途が特定されています。
従つて使途が制約されていない正味財産は、 2022452α )円 です。

内 困 配裏誕日 当期受入額 巴正団四コ 因∃ヨ]ヨ ロヨ

ラオス事業

寄付金 ラオス事業指定寄付金

助成金 Wdhaus
□國圏【亜正≡藍蘇E理□
補助金 、κCA
補助金 外務省NGO連携無償資金1年次
ロヨ因「]翼 冊

3,313,145 5937219 9250,364
0350,441 a300,441 0(XXELR

1,79Q362 1,796,362
919,418 919418
15,323 15,323 左記の他 24,221,914前受金計上

a313145 15018763 18β31,900

寄付金 南アフリカ事業指定寄付金 3,125346
助成金 立正佼成会

補助金 外務省NGO連携無償資金2022.3月～

國IEEコ 計 3125346

3,777,819 2,004,580 4,898,585

5000,000 5,000,000

11216,072 11,216072
狂記の他   886.372前 受金計上

狂記の他  1,136,004未払金計上

19993801 1822Q652 EIBIヨ
パレスチナ事業

寄付金 パレスチナ事業指定寄付金

補助金 外務省NGO連携無償資金20223月～

補助金 外務省NGO連携無償資金2023.3月 ～
′1レスチナ●■ 計

9306,421 9,306,421

34364,059 34,364,059 左記の他  14a175未 払金計上

Q567,498 6,567,498 狂記の他 32240,952前 受金計上

50曖37,978 5Q曖37,978

左記の他 1,0000ЮO前曼金計上

左記の内 1,156.637未 収金計上

スーダン事業

寄付金スーダン事業楷定寄付金

助成金 連合愛のカンパ

助成金 浄土宗平和教会

助成金 フェリシモ地球村の基金2021
助成金 大竹財団

助成金 アフリカ支援基金

補助金 UNCEF2021
補助金 、にCA
補助金 UN!CEF2022
スーダン事業 計

4,098,907 4,098907
1,300,000 1,3CX),000

αЮ,αЮ 500,αЮ

822,809 822,809

1,000,000 1,000,000

1,000,000 1,0001,000

778195 778,195
8,392,736 8392,736 左記の内 2.129,878 前受金計上

17月92`647 17月92,647

その他

寄付金 コリア事業指定寄付金

寄付金 新規調査イエメン事業指定寄付

寄付金 新規調査南スーダン事業指定寄付

寄付金 アフガニスタン事業指定寄付

寄付金 シリア震災緊急支援指定寄付

寄付金 東日本震災指定寄付

寄付金 国内災害支援指定寄付

Eヨ1匠][王IEE冒コEII王巨][ヨニI[壼E]団

日配瓢医II冒竃≡コ
日正】ヨロ亜玉コ

補助金 経済通産省 事業復活支援金
補助金 公)東京しごと財団 テレワーク促進

珊その他

274167 274,167
3,510,000 3510,OЮ0
2,523,479 2523479

894,882 1,255531 2,1〔Ю,413

2,184041 0 2,184,041

243,361 0 0 243,361

36,295 0 O 36,295

90,αЮ 90,000
7,000 7,500

112,000 112,000

1,000,000

219,000

1,000,000

219,000

COⅥD-19関連公的支援金

COⅥD-19関連公的支援金

1,174538 11,1715718 DTΠI詞 2463097

7613029 11431890げ 11-744 7362282



2022年度 財務諸表の注記

特定非営利活動法人日本国際ボランティアセンター

自 2022年 4月 1日

至 2023年3月31日

4.固定資産の増減内訳

5.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下のとおりです。

※ 上記の人件費には、役員報酬および使用人兼務役員分も含まれていますが、対象者数が少ないため個人

情報保護の観点から金額の明示を省略しています。

6 その他の事項

・ 事業費と管理費の按分方法

事務所家賃 事業の事務所面積占有比率により按分しています。
水道光熱費 事務所家賃の按分比率により按分しています。

科目 囲藝藍証団 取得 減少 匪困回目Ⅲヨ 回西亜函副□ 囲麹五亜日

有形固定資産

什器備品

車両運搬具

投資その他の資産

出資金

保証金

長期前キ′、薔用

306.409

Q624930

100,000

8726,737
0

0
192647

0

0
1_95R_(X〕D

196,409

5,468456

99,999

Q585,447
130538

110,CЮ0
1,349,121

1

2,141,290

1_8,7_467

△ 100,999

△ 819,143

０

０

０

529978

1

2,141,290

1_8,7_467

合 計 1■75R076 ,1ln∩_A47 1,_4RO R44 5_4,7_R70 AO,0_14, 440■ 7n7

科目 財務諸表に計上された金額 内、役員との取引
内、近親者及び支配
法人との取引

０

０4241,CЮ030,718587

０

　

０

事業費

事業費/人件費 給料手当
管理費

管理費/人件費 給料手当

71,515188

18008826

Q312612

9342,388

(貸借対照表)

退職給与引当金



2022年度 財産目録
2023年 3月 31日 現在

盤目日M'日勁漱Δ_旦▲口慶 1曼近」:宝22=

11

137214
40a418

173,904
3436,953

1,2031(00
4758429
3011
118(γ 6
6.897
9120
,99

中̈一中一〕̈̈
1

202Q320

匡医壼Eヨ

9ag72516

中中̈̈
６
　
６

57.352238
2,129878

′
…3贅MКЮ

21,742000

331,2憂r�5

1'1_601_1100

口
・ "口

r｀
′″-3■ 昴踵n■出 ,レ ^鑢Ⅱ“
{轟I翻
騒ぶン…

量麟竜Lm
避嬌
‐

_

極:職:…“

■■預金針

…三菱UFJ銀行上野中央支店
定日■奎計
ゆうちょ銀行 

…

口饉  6口塵
銀行預金計

・ パレスチす)保証金

(南アフリカ・ パレスチす事業 )

未払●計

m受金
外務省日本N00連携無償資金協力
UNCEF(ス ーダン事業)
その他民間助威金 (スーダン事業)

口晏●計
コn■0■り金
東京事務所 源家所得税・ 住民税
■颯税0■り0計
未塾法人税●

m費 合計
2■En■
週■田付]:当金
東京事務所
海外夢鵜所 (ライス・ スーダン)

ヨ■鮨付3:当會計

□ unl愴計
n口會計
Π踊R可¬

日適曖利用のための頻託金

(2)」凛 :その他の■菫
出■金 株式会社彗通株式
悧E金
東京事務所保証金
海外事務所 (南アフリカ

保En計
長

"曽
払費用

捜賣その他の費■け
■建口菫合計

回

困
=IEコ

Bark d Khan`渕 m
ベイパル

(パレスチす。スーダン。南アフリカ亭業)

東京

`場
所 償却保証拇 (未償却分)

′tレ スチア事業 業務委託費等
ラオス●務所 現地憲費等
スーダン●務所 現地球貫等

団体負担分3月分
人件費・ 経贅
・ ライス事務所 現地経費



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1位i塑壁1型ヨ!塑型|二.旦!」:璽 1置二i旦≧:L:□:生≧生:‐|

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 睡憂]・ 監事
イマイ  タカキ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日今井 高樹

2 □ ・監事
イトウ  トキコ 2022年:4月 1日

2023年:3月 31日伊藤 解子

う
０ □ 調[ヨ

イワタ ケンイチロウ 2022年 6月 19日

2023年 3月 31日岩田健一郎

∠

ニ 睡目耐吾ヨ
オカ
゛
ワ  リュウタロウ 2022年 4月 1日

2023年:3月 31日小川 隆太郎

Ｅ
０ 睡憂]。 監事

オノタケヒロ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日小野 豪大

′
０ 睡憂彊監事

キノシタ  ショウシ
゛

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日木下 尚慈

７

１ □
。監事

カワソ
゛
工/ウチタ
゛
ショウコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日河添 (内田)聖子

Ｏ
ё 睡亜]・ 監事

シミス
゛
  ケン 2022年 4月 1日

2023年 13月 31日清水 研

Ｑ

υ 睡憂]・ 監事
シミス
゛
  トシヒロ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日清水 俊弘

10 睡憂]。 監事
テンミョウ ノフ゛ヒロ 2022年 14月 1日

2023年 3月 31日天明 伸浩



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 □
。監事

フシ
゛
ヤ  リカ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日藤屋 リカ

12 □ ・監事

ワタナベ  ナオコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日渡辺 直子

13 理事。匡ヨ
タナカ マサユキ 2022年 4月 1日

2023年:3月 31日田中 雅幸

14 理事。匡ヨ
ナカヤマ マサユキ 2022年:6月 19日

2023年 3月 31日中山 雅之

14 理事。匡ヨ
ヤサ
゛
キ メイ 2022年 4月 1日

2022年 6月 18日矢崎 芽生



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__旦埜嘔整塾菫聾亘L巨□堕
=量=L___

氏   名

1 伊藤 解子

2 稲見 由美子

3 岩田 健―郎

4 木村 茂

5 後藤 美紀

6 小林 麗子

7 下久禰 愛

8 並木 麻衣

9 仁茂田 芳枝

10 宮西 有紀

11

12


